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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７

８条の２第１項の規定に基づき，指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の事

業を行う地域密着型介護老人福祉施設の入所定員を定め，同条第４項第１号の規定に基

づき必要な申請者の要件を定め，法第７８条の４第１項及び第２項の規定に基づき，指

定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１） 地域密着型サービス事業者 法第８条第１４項に規定する地域密着型サービス

事業を行う者をいう。 

（２） 指定地域密着型サービス事業者又は指定地域密着型サービス それぞれ法第４

２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者又は指定地域密着型サービ

スをいう。 

（３） 利用料 法第４２条の２第１項に規定する地域密着型介護サービス費の支給の

対象となる費用に係る対価をいう。 

（４） 地域密着型介護サービス費用基準額 法第４２条の２第２項各号に規定する厚

生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型

サービスに要した費用の額を超えるときは，当該現に指定地域密着型サービスに要し

た費用の額とする。）をいう。 

（５） 法定代理受領サービス 法第４２条の２第６項の規定により地域密着型介護サ

ービス費が利用者に代わり当該指定地域密着型サービス事業者に支払われる場合の当

該地域密着型介護サービス費に係る指定地域密着型サービスをいう。 

（６） 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤

の従業者が勤務すべき時間数で除することにより，当該事業所の従業者の員数を常勤

の従業者の員数に換算する方法をいう。 

（７） 基準省令 指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３４号）をいう。 

（指定地域密着型サービスの事業の一般原則） 

第３条 法第７８条の２第１項の条例で定める数は，２９人以下とする。 

２ 法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は，法人とする。 

３ 前項に定める者の役員（業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者

をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず，事業を行う者

に対し業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力
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を有するものと認められる者を含む。）及び当該申請に係る事業所を管理する者は，岡

山市暴力団排除基本条例（平成２４年市条例第３号）第２条第２号に規定する暴力団員

であってはならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は，利用者の意思及び人格を尊重して，常に利用者の

立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。 

５ 指定地域密着型サービス事業者は，利用者の人権の擁護，虐待の防止等のため，責任

者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに，その従業者に対し，研修を実施する

等の措置を講ずるよう努めなければならない。 

６ 指定地域密着型サービス事業者は，指定地域密着型サービスの事業を運営するに当た

っては，地域との結び付きを重視し，本市，地域包括支援センター（法第１１５条の４

６第１項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同じ。），地域密着型サービス

事業者又は居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）その

他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

７ 指定地域密着型サービス事業者は，地域包括支援センターから求めがあった場合には，

地域ケア会議に参加し，又は地域包括支援センターの行う包括的支援事業その他の事業

に協力するものとする。 

第２章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

第１節 基本方針等 

（基本方針） 

第４条 指定地域密着型サービスに該当する定期巡回・随時対応型訪問介護看護（以下「指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護」という。）の事業は，要介護状態となった場合

においても，その利用者が尊厳を保持し，可能な限りその居宅において，その有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，定期的な巡回又は随時通報により

その者の居宅を訪問し，入浴，排せつ，食事等の介護，日常生活上の緊急時の対応その

他の安心してその居宅において生活を送ることができるようにするための援助を行うと

ともに，その療養生活を支援し，心身の機能の維持回復を目指すものでなければならな

い。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第５条 前条に規定する援助等を行うため，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護にお

いては，次に掲げるサービスを提供するものとする。 

（１） 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たる介護福

祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。以下この章において同

じ。）が，定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常生活上の世話（以下この章にお

いて「定期巡回サービス」という。） 

（２） あらかじめ利用者の心身の状況，その置かれている環境等を把握した上で，随

時，利用者又はその家族等からの通報を受け，通報内容等を基に相談援助を行う又は

訪問介護員等の訪問若しくは看護師等（保健師，看護師，准看護師，理学療法士，作

業療法士又は言語聴覚士をいう。以下この章において同じ。）による対応の要否等を

判断するサービス（以下この章において「随時対応サービス」という。） 

（３） 随時対応サービスにおける訪問の要否等の判断に基づき，訪問介護員等が利用

者の居宅を訪問して行う日常生活上の世話（以下この章において「随時訪問サービス」

という。） 

（４） 法第８条第１５項第１号に該当する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

一部として看護師等が利用者の居宅を訪問して行う療養上の世話又は必要な診療の補

助（以下この章において「訪問看護サービス」という。） 

第２節 人員に関する基準 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） 

第６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を行う者（以下「指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」という。）の職種及び員数は，次のとおりとす

る。 

（１） オペレーター（随時対応サービスとして，利用者又はその家族等からの通報に

対応する定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者をいう。以下この章において同じ。） 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する時間帯（以下この条において「提

供時間帯」という。）を通じて１以上確保されるために必要な数以上とする。 
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（２） 定期巡回サービスを行う訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。

以下この章において同じ。） 交通事情，訪問頻度等を勘案し，利用者に適切に定期

巡回サービスを提供するために必要な数以上とする。 

（３） 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 提供時間帯を通じて，随時訪問サービ

スの提供に当たる訪問介護員等が１以上確保されるために必要な数以上とする。 

（４） 訪問看護サービスを行う看護師等 次に掲げる職種の区分に応じ，それぞれ次

に定める員数とする。 

ア 保健師，看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 常

勤換算方法で２．５以上 

イ 理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の実情に応じた適当数 

２ オペレーターは，看護師，介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者（基準省令第３

条の４第２項に規定する平成２４年厚生労働省告示第１１３号により厚生労働大臣が定

める者（以下この章においてこれらの者を「看護師，介護福祉士等」という。））をも

って充てなければならない。ただし，利用者の処遇に支障がない場合であって，提供時

間帯を通じて，看護師，介護福祉士等又は第１項第４号アの看護職員との連携を確保し

ているときは，サービス提供責任者（岡山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及

び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年市条例第８５号。以下「指定居宅サー

ビス等基準条例」という。）第５条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。）

の業務に３年以上従事した経験を有する者をもって充てることができる。 

３ オペレーターのうち１人以上は，常勤の看護師，介護福祉士等でなければならない。 

４ オペレーターは専らその職務に従事する者でなければならない。ただし，利用者の処

遇に支障がない場合は，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回

サービス若しくは訪問看護サービス，同一敷地内の指定訪問介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準条例第５条第１項に規定する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。），指

定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準条例第６６条第１項に規定する指定訪問看

護事業所をいう。）若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所（第４８条第１項に規定す

る指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。以下この条において同じ。）の職務又は利用

者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次の各号に掲げるいず

れかの施設等がある場合において，当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は，

前項本文の規定にかかわらず，午後６時から午前８時までの間において，当該施設等の

職員をオペレーターとして充てることができる。 

（１） 指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１５０条第１項

に規定する指定短期入所生活介護事業所をいう。第１５３条第１２項において同じ。） 

（２） 指定短期入所療養介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１９２条第１項

に規定する指定短期入所療養介護事業所をいう。） 

（３） 指定特定施設（指定居宅サービス等基準条例第２１９条第１項に規定する指定

特定施設をいう。） 

（４） 指定小規模多機能型居宅介護事業所（第８４条第１項に規定する指定小規模多

機能型居宅介護事業所をいう。） 

（５） 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第１１２条第１項に規定する指定認知

症対応型共同生活介護事業所をいう。第６６条第１項，第６７条，第８４条第６項，

第８５条第３項及び第８６条において同じ。） 

（６） 指定地域密着型特定施設（第１３１条第１項に規定する指定地域密着型特定施

設をいう。第６６条第１項，第６７条第１項及び第８４条第６項において同じ。） 

（７） 指定地域密着型介護老人福祉施設（第１５２条第１項に規定する指定地域密着

型介護老人福祉施設をいう。第６６条第１項，第６７条第１項及び第８４条第６項に

おいて同じ。） 

（８） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（第１９３条第１項に規定する指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第５章から第８章までにおいて同じ。） 

（９） 指定介護老人福祉施設 

（１０） 介護老人保健施設 

（１１） 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３

０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定
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による改正前の介護保険法（以下「平成１８年旧介護保険法」という。）第４８条第

１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設（以下「指定介護療養型医療施設」と

いう。） 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は，専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる

者でなければならない。ただし，利用者の処遇に支障がない場合は，当該定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一施設内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することができる。 

７ 午後６時から午前８時までの間は，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の利用者に対する随時対応サービスの提供に支障がない場合は，第４項本文及び前項

の規定にかかわらず，オペレーターは，随時訪問サービスに従事することができる。 

８ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合において，当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に対する随時訪問サービスの

提供に支障がないときは，第１項の規定にかかわらず，午後６時から午前８時までの間

は，随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。 

９ 看護職員のうち１人以上は，常勤の保健師又は看護師（第２５条第１項並びに第２６

条第５項及び第１１項において「常勤看護師等」という。）でなければならない。 

１０ 看護職員のうち１人以上は，提供時間帯を通じて，指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者との連絡体制が確保された者でなければならない。 

１１ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所ごとに，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者であって看護師，

介護福祉士等であるもののうち１人以上を，利用者に対する第２６条第１項に規定する

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に従事する者（以下この章において「計

画作成責任者」という。）としなければならない。 

１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事業者（指定居宅サ

ービス等基準条例第６６条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）

の指定を併せて受け，かつ，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定訪問

看護（指定居宅サービス等基準条例第６５条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に，指定居宅サービス等

基準条例第６６条第１項第１号アに規定する人員に関する基準を満たすとき（同条第５

項の規定により同条第１項第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているものとみ

なされているとき及び第１９３条第１０項の規定により指定居宅サービス等基準条例第

６６条第４項に規定する基準を満たしているものとみなされているときを除く。）は，

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，第１項第４号アに規定する基準

を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がない場合は，当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し，又は同一敷地内

にある他の事業所，施設等の職務に従事することができるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所には，事業の運営を行うために必

要な広さを有する専用の区画を設けるほか，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者が円滑に通報し，迅速な対

応を受けることができるよう，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに，

次に掲げる機器等を備え，必要に応じてオペレーターに当該機器等を携帯させなければ

ならない。ただし，第１号に掲げる機器等については，指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者が適切に利用者の心身の状況等の情報を蓄積するための体制を確保して

いる場合であって，オペレーターが当該情報を常時閲覧できるときは，これを備えない

ことができる。 

（１） 利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等 

（２） 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者が援助を必要とする状態と

なったときに適切にオペレーターに通報できるよう，利用者に対し，通信のための端末
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機器を配布しなければならない。ただし，利用者が適切にオペレーターに随時の通報を

行うことができる場合は，この限りでない。 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定夜間対応型訪問介護事業者（第

４８条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。）の指定を併せて受け，

かつ，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定夜間対応型訪問介護（第４

６条に規定する指定夜間対応型訪問介護をいう。）の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合については，第５０条に規定する設備に関する基準を満たす

ことをもって，前３項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第４節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し，あらかじめ，利用申込者又はその家族に対し，第３２

条に規定する運営規程の概要，定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制

その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交

付して説明を行い，当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用申込者又はその家族からの申

出があった場合には，前項の規定による文書の交付に代えて，第５項で定めるところに

より，当該利用申込者又はその家族の承諾を得て，当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げ

るもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。

この場合において，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，当該文書を

交付したものとみなす。 

（１） 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子計算機と利用申

込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信

し，受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに記録された前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申

込者又はその家族の閲覧に供し，当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供

を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては，指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその

旨を記録する方法） 

（２） 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に規定する

重要事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項に掲げる方法は，利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力することに

より文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者の使用に係る電子計算機と，利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，第２項の規定により第１項に規定

する重要事項を提供しようとするときは，あらかじめ，当該利用申込者又はその家族に

対し，その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し，文書又は電磁的方法に

よる承諾を得なければならない。 

（１） 第２項各号に規定する方法のうち指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者が使用するもの 

（２） ファイルへの記録の方式 

６ 前項の規定による承諾を得た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，当該

利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けな

い旨の申出があった場合は，当該利用申込者又はその家族に対し，第１項に規定する重

要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし，当該利用申込者又はその

家族が再び前項の規定による承諾をした場合は，この限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第１０条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，正当な理由なく指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供を拒んではならない。 
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（サービス提供困難時の対応） 

第１１条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，当該指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の通常の事業の実施地域（当該事業所が通常時に当該サービス

を提供する地域をいう。以下同じ。）等を勘案し，利用申込者に対し自ら適切な指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供することが困難であると認めた場合は，当該利

用申込者に係る指定居宅介護支援事業者（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支

援事業者をいう。以下同じ。）への連絡，適当な他の指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

（受給資格等の確認） 

第１２条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を求められた場合は，その者の提示する被保険者証によって，被保

険者資格，要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，前項の被保険者証に，法第７８条

の３第２項の規定により認定審査会意見が記載されているときは，当該認定審査会意見

に配慮して，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するように努めなければな

らない。 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第１３条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供の開始に際し，要介護認定を受けていない利用申込者については，

要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し，申請が行われていない場合は，

当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わな

ければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定居宅介護支援が利用者に対し

て行われていない等の場合であって必要と認めるときは，要介護認定の更新の申請が，

遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する日の３０日前までに

行われるよう，必要な援助を行わなければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供に当たっては，計画作成責任者による利用者の面接によるほか，利

用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議（岡山市指定居宅介

護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成２６年市条例第３１

号。以下「指定居宅介護支援等基準条例」という。）第１６条第９号に規定するサービ

ス担当者会議をいう。以下この章及び第６９条において同じ。）等を通じて，利用者の

心身の状況，その置かれている環境，他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状

況等の把握に努めなければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第１５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護を提供するに当たっては，指定居宅介護支援事業者，地域包括支援センタ

ー又は保健医療サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなけ

ればならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供の終了に際しては，利用者又はその家族に対して適切な指導を行うととも

に，当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び地域包括支援セ

ンター又は保健医療サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め

なければならない。 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供の開始に際し，利用申込者が介護保険法施行規則（平成１１年厚生

省令第３６号。以下「施行規則」という。）第６５条の４各号のいずれにも該当しない

ときは，当該利用申込者又はその家族に対し，居宅サービス計画（同条第１号ハに規定

する計画を含む。以下同じ。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を本市に

対して届け出ること等により，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を法定代

理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること，指定居宅介護支援事業者

に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を

行わなければならない。 

（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 
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第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，居宅サービス計画が作成さ

れている場合は，当該居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護を提供しなければならない。 

（居宅サービス計画等の変更の援助） 

第１８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者が居宅サービス計画

の変更を希望する場合は，当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者への連絡その他の

必要な援助を行わなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第１９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者に身分を証する書類を携行させ，面接時，初回訪問時及び利用者又はそ

の家族から求められたときは，これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第２０条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護を提供した際には，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供日

及び内容，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護について法第４２条の２第６項

の規定により利用者に代わって支払を受ける地域密着型介護サービス費の額その他必要

な事項を，利用者の居宅サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しな

ければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護を提供した際には，提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに，利

用者からの申出があった場合には，文書の交付その他適切な方法により，その情報を利

用者に対して提供しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第２１条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，法定代理受領サービスに該

当する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した際には，その利用者から利用

料の一部として，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る地域密着型介護サ

ービス費用基準額から当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者に支払われる

地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，法定代理受領サービスに該当しな

い指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した際にその利用者から支払を受ける

利用料の額と，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る地域密着型介護サービス

費用基準額との間に，不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，前２項の支払を受ける額のほか，

利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護を行う場合は，それに要した交通費の額の支払を利用者から受け

ることができる。 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，前項の費用の額に係るサービスの

提供に当たっては，あらかじめ，利用者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び

費用について説明を行い，利用者の同意を得なければならない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第２２条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，法定代理受領サービスに該

当しない指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る利用料の支払を受けた場合は，

提供した指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容，費用の額その他必要と認めら

れる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本取扱方針） 

第２３条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は，定期巡回サービス及び訪問看護サ

ービスについては，利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう，その目標

を設定し，計画的に行うとともに，随時対応サービス及び随時訪問サービスについては，

利用者からの随時の通報に適切に対応して行うものとし，利用者が安心してその居宅に

おいて生活を送ることができるようにしなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，多様な評価の手法を用いてその提

供する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行い，それらの結果を公表

し，常にその改善を図らなければならない。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針） 

第２４条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の方針は，次に掲げるところによるものとする。 
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（１） 定期巡回サービスの提供に当たっては，第２６条第１項に規定する定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画に基づき，利用者が安心してその居宅において生活を送

るのに必要な援助を行うこと。 

（２） 随時訪問サービスを適切に行うため，オペレーターは，計画作成責任者及び定

期巡回サービスを行う訪問介護員等と密接に連携し，利用者の心身の状況，その置か

れている環境等の的確な把握に努め，利用者又はその家族に対し，適切な相談及び助

言を行うこと。 

（３） 随時訪問サービスの提供に当たっては，第２６条第１項に規定する定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画に基づき，利用者からの随時の連絡に迅速に対応し，必

要な援助を行うこと。 

（４） 訪問看護サービスの提供に当たっては，主治の医師との密接な連携及び第２６

条第１項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき，利用者の心身

の機能の維持回復を図るよう妥当適切に行うこと。 

（５） 訪問看護サービスの提供に当たっては，常に利用者の病状，心身の状況及びそ

の置かれている環境の的確な把握に努め，利用者又はその家族に対し，適切な指導等

を行うこと。 

（６） 特殊な看護等については，これを行ってはならないこと。 

（７） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては，懇切丁寧に行う

ことを旨とし，利用者又はその家族に対し，サービスの提供方法等について，理解し

やすいように説明を行うこと。 

（８） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては，介護技術及び医

学の進歩に対応し，適切な介護技術及び看護技術をもってサービスの提供を行うこと。 

（９） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たり利用者から合鍵を預か

る場合には，その管理を厳重に行うとともに，管理方法，紛失した場合の対処方法そ

の他必要な事項を記載した文書を利用者に交付すること。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，必要に応じ，利用者が成年後見制

度を活用することができるように支援しなければならない。 

（主治の医師との関係） 

第２５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の常勤看護師等は，主治の医師

の指示に基づき適切な訪問看護サービスが行われるよう必要な管理をしなければならな

い。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，訪問看護サービスの提供の開始に

際し，主治の医師による指示を文書で受けなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，主治の医師に次条第１項に規定す

る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看護サービスの利用者に係るものに限

る。）及び同条第１１項に規定する訪問看護報告書を提出し，訪問看護サービスの提供

に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければならない。 

４ 医療機関が当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を運営する場合にあっ

ては，前２項の規定にかかわらず，第２項の主治の医師の文書による指示並びに前項の

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び次条第１０項に規定する訪問看護報告書の

提出は，診療録その他の診療に関する記録（以下「診療記録」という。）への記載をも

って代えることができる。 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画等の作成） 

第２６条 計画作成責任者は，利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて，定期巡

回サービス及び随時訪問サービスの目標，当該目標を達成するための具体的な定期巡回

サービス及び随時訪問サービスの内容等を記載した定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画を作成しなければならない。 

２ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は，既に居宅サービス計画が作成されている

場合は，当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。ただし，定期

巡回・随時対応型訪問介護看護計画における指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を

提供する日時等については，当該居宅サービス計画に定められた指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護が提供される日時等にかかわらず，当該居宅サービス計画の内容及び

利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ，計画作成責任者が決定することができ

る。この場合において，計画作成責任者は，当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計

画を，当該利用者を担当する介護支援専門員に提出するものとする。 

３ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は，看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問

【
別
冊
資
料
】
8



して行うアセスメント（利用者の心身の状況を勘案し，自立した日常生活を営むことが

できるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。）の結果を踏まえ，

作成しなければならない。 

４ 訪問看護サービスの利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画については，

第１項に規定する事項に加え，当該利用者の希望，心身の状況，主治の医師の指示等を

踏まえて，療養上の目標，当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載

しなければならない。 

５ 計画作成責任者が常勤看護師等でない場合には，常勤看護師等は，前項の記載に際し，

必要な指導及び管理を行うとともに，次項に規定する利用者又はその家族に対する定期

巡回・随時対応型訪問介護看護計画の説明を行う際には，計画作成責任者に対し，必要

な協力を行わなければならない。 

６ 計画作成責任者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たっては，そ

の内容について利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得なければならな

い。 

７ 計画作成責任者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成した際には，当該

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を利用者に交付しなければならない。 

８ 計画作成責任者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成後，当該定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画の実施状況の把握を行い，必要に応じて当該定期巡回・随

時対応型訪問介護看護計画の変更を行うものとする。 

９ 第１項から第７項までの規定は，前項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画の変更について準用する。 

１０ 訪問看護サービスを行う看護師等（准看護師を除く。）は，訪問看護サービスにつ

いて，訪問日，提供した看護内容等を記載した訪問看護報告書を作成しなければならな

い。 

１１ 常勤看護師等は，訪問看護報告書の作成に関し，必要な指導及び管理を行わなけれ

ばならない。 

１２ 前条第４項の規定は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看護サービス

の利用者に係るものに限る。）及び訪問看護報告書の作成について準用する。 

（同居家族に対するサービス提供の禁止） 

第２７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者に，その同居の家族である利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護（随時対応サービスを除く。）の提供をさせてはならない。 

（別居親族に対するサービス提供の制限） 

第２８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者に，その別居の親族である利用者であって，規則で定めるものに対する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（随時対応サービス及び随時訪問サービスを除

く。）の提供をさせてはならない。ただし，別居の親族である利用者に対する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護が規則で定める基準に該当する場合には，この限りでな

い。 

（利用者に関する本市への通知） 

第２９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は，遅滞なく，

意見を付してその旨を本市に通知しなければならない。 

（１） 正当な理由なしに指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用に関する指示

に従わないことにより，要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

（２） 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け，又は受けようとしたとき。 

（緊急時等の対応） 

第３０条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者は，現に指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な

場合は，速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が看護職員である場合にあっては，

必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければならない。 

（管理者等の責務） 

第３１条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は，当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の従業者及び業務の管理を，一元的に行わなければなら

ない。 
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２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は，当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を

行うものとする。 

３ 計画作成責任者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に対する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の利用の申込みに係る調整等のサービスの内容の管理を

行うものとする。 

（運営規程） 

第３２条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所ごとに，次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以

下この章において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

（１） 事業の目的及び運営の方針 

（２） 従業者の職種，員数及び職務の内容 

（３） 営業日及び営業時間 

（４） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容及び利用料その他の費用の額 

（５） 通常の事業の実施地域 

（６） 緊急時，事故発生時等における対応方法 

（７） 合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法 

（８） 虐待の防止のための措置に関する事項 

（９） 成年後見制度の活用支援 

（１０） 苦情解決体制の整備 

（１１） その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第３３条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者に対し適切な指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供できるよう，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所ごとに，定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制を定め，

その勤務の実績とともに記録しておかなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所ごとに，当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者によって指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供

しなければならない。ただし，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が，適切

に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用者に提供する体制を構築しており，他

の指定訪問介護事業所，指定夜間対応型訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所（以下

この条において「指定訪問介護事業所等」という。）との密接な連携を図ることにより

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の効果的な運営を期待することがで

きる場合であって，利用者の処遇に支障がないときは，市長が地域の実情を勘案し適切

と認める範囲内において，定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の一部を，当該他

の指定訪問介護事業所等との契約に基づき，当該指定訪問介護事業所等の従業者に行わ

せることができる。 

３ 前項本文の規定にかかわらず，午後６時から午前８時までの間に行われる随時対応サ

ービスについては，市長が地域の実情を勘案して適切と認める範囲内において，複数の

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約に基づき，当該複数の指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が密接な連携を図ることにより，一体的に利用

者又はその家族等からの通報を受けることができる。 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の資質の向上のために研修計画を作成し，当該計画に従い，研修を実施しなけ

ればならない。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の計画的な人材育成に努めなければならない。 

（衛生管理等） 

第３４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者の清潔の保持及び健康状態について，必要な管理を行わなければならな

い。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の設備及び備品等について，衛生的な管理に努めなければならない。 

（掲示） 

第３５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型
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訪問介護看護事業所の見やすい場所に，運営規程の概要，定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

（秘密保持等） 

第３６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者は，正当な理由がなく，

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の従業者であった者が，正当な理由がなく，その業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう，必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，サービス担当者会議等において，

利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を，利用者の家族の個人情報を用いる場

合は当該家族の同意を，あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（広告） 

第３７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所について広告をする場合においては，その内容が虚偽又は誇大なも

のとしてはならない。 

（指定居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第３８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定居宅介護支援事業者又

はその従業者に対し，利用者に特定の事業者によるサービスを利用させることの対償と

して，金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

（苦情処理） 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，提供した指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護に係る利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために，苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，前項の苦情を受け付けた場合には，

当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，提供した指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護に関し，法第２３条の規定により本市が行う文書その他の物件の提出若

しくは提示の求め又は本市の職員からの質問若しくは照会に応じ，及び利用者からの苦

情に関して本市が行う調査に協力するとともに，本市から指導又は助言を受けた場合に

おいては，当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，本市からの求めがあった場合には，

前項の改善の内容を本市に報告しなければならない。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，提供した指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会（国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健康保険団体連合会

をいう。以下同じ。）が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するとともに，国

民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては，当該指導又は

助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

６ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，国民健康保険団体連合会からの求

めがあった場合には，前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければな

らない。 

（地域との連携等） 

第４０条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供に当たっては，利用者，利用者の家族，地域住民の代表者，地域の

医療関係者，本市の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が所在

する区域を管轄する地域包括支援センターの職員，定期巡回・随時対応型訪問介護看護

について知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において「介護・医療

連携推進会議」という。）を設置し，おおむね３月に１回以上，介護・医療連携推進会

議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し，介護・医療

連携推進会議による評価を受けるとともに，介護・医療連携推進会議から必要な要望，

助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，前項の報告，評価，要望，助言等

についての記録を作成するとともに，当該記録を公表しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，その事業の運営に当たっては，提
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供した指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に関する利用者からの苦情に関して本市

等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の本市が実施する事業に協力するよう

努めなければならない。 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護を提供する場合には，当該建物に居住する利用者以外の者に対し

ても，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第４１条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者に対する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供により事故が発生した場合は，本市，当該利用者の

家族，当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに，必要な措置

を講じなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，前項の事故の状況及び事故に際し

てとった処置について記録しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者に対する指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速や

かに行わなければならない。 

（会計の区分） 

第４２条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所ごとに経理を区分するとともに，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第４３条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，従業者，設備，備品及び会

計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，利用者に対する指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し，その完結の日から５年

間保存しなければならない。 

（１） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画 

（２） 第２０条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 第２５条第２項に規定する主治の医師による指示の文書 

（４） 第２６条第１０項に規定する訪問看護報告書 

（５） 第２９条に規定する本市への通知に係る記録 

（６） 第３３条第１項に規定する従業者の勤務の体制等の記録 

（７） 第３９条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（８） 第４１条第２項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての

記録 

（９） 法第４０条に規定する介護給付及び第２１条第１項から第３項までに規定する

利用料等に関する請求及び受領等の記録 

第５節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運営に関する

基準の特例 

（適用除外） 

第４４条 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護のうち法第８条第１５項第２号に該当するものをいう。次条において同じ。）

の事業を行う者（以下「連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」

という。）ごとに置くべき定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の職種及び員数に

ついては，第６条第１項第４号，第９項，第１０項及び第１２項の規定は適用しない。 

２ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者については，第２５条，第２６

条第４項（同条第９項において準用する場合を含む。），第５項（同条第９項において

準用する場合を含む。）及び第１０項から第１２項まで並びに第４３条第２項第３号及

び第４号の規定は適用しない。 

（指定訪問看護事業者との連携） 

第４５条 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，連携型指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所ごとに，当該連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の利用者に対して指定訪問看護の提供を行う指定訪問看護事業者と連携しな

ければならない。 
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２ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，連携する指定訪問看護事業

者（以下この項において「連携指定訪問看護事業者」という。）との契約に基づき，当

該連携指定訪問看護事業者から，次に掲げる事項について必要な協力を得なければなら

ない。 

（１） 第２６条第３項に規定するアセスメント 

（２） 随時対応サービスの提供に当たっての連絡体制の確保 

（３） 第４０条第１項に規定する介護・医療連携推進会議への参加 

（４） その他連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たって必要な

指導及び助言 

第３章 夜間対応型訪問介護 

第１節 基本方針等 

（基本方針） 

第４６条 指定地域密着型サービスに該当する夜間対応型訪問介護（以下「指定夜間対応

型訪問介護」という。）の事業は，要介護状態となった場合においても，その利用者が

可能な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう，夜間において，定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し，排

せつの介護，日常生活上の緊急時の対応その他の夜間において安心してその居宅におい

て生活を送ることができるようにするための援助を行うものでなければならない。 

（指定夜間対応型訪問介護） 

第４７条 前条に規定する援助を行うため，指定夜間対応型訪問介護においては，定期的

に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下この章において「定期巡回サ

ービス」という。），あらかじめ利用者の心身の状況，その置かれている環境等を把握

した上で，随時，利用者からの通報を受け，通報内容等を基に訪問介護員等（指定夜間

対応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める

者をいう。以下この章において同じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以下「オ

ペレーションセンターサービス」という。）及びオペレーションセンター（オペレーシ

ョンセンターサービスを行うための次条第１項第１号に規定するオペレーションセンタ

ー従業者を置いている事務所をいう。以下同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う

夜間対応型訪問介護（以下この章において「随時訪問サービス」という。）を提供する

ものとする。 

２ オペレーションセンターは，通常の事業の実施地域内に１か所以上設置しなければな

らない。ただし，定期巡回サービスを行う訪問介護員等が利用者から通報を受けること

により適切にオペレーションセンターサービスを実施することが可能であると認められ

る場合は，オペレーションセンターを設置しないことができる。 

第２節 人員に関する基準 

（訪問介護員等の員数） 

第４８条 指定夜間対応型訪問介護の事業を行う者（以下「指定夜間対応型訪問介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定夜間対応型訪問介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき従業者（以下「夜間対応型訪問介護従業者」という。）の職種及

び員数は，次のとおりとする。ただし，前条第２項ただし書の規定に基づきオペレーシ

ョンセンターを設置しない場合においては，オペレーションセンター従業者を置かない

ことができる。 

（１） オペレーションセンター従業者 オペレーター（指定夜間対応型訪問介護を提

供する時間帯を通じて専ら利用者からの通報を受け付ける業務に当たる従業者をいう。

以下この章において同じ。）として１以上及び利用者の面接その他の業務を行う者と

して１以上確保されるために必要な数以上とする。ただし，利用者の処遇に支障がな

い場合は，オペレーターは，当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス，同

一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。 

（２） 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 定期巡回サービスを行う訪問介護員等

の員数は，交通事情，訪問頻度等を勘案し，利用者に適切に定期巡回サービスを提供

するために必要な数以上とする。 

（３） 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 随時訪問サービスを行う訪問介護員等

の員数は，指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じて専ら随時訪問サービス

の提供に当たる訪問介護員等が１以上確保されるために必要な数以上とする。ただし，

利用者の処遇に支障がない場合は，当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービ
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ス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の職務に従事することができる。 

２ オペレーターは，看護師，介護福祉士その他基準省令第６条第２項に規定する平成２

４年厚生労働省告示第１１３号により厚生労働大臣が定める者をもって充てなければな

らない。ただし，利用者の処遇に支障がない場合であって，指定夜間対応型訪問介護を

提供する時間帯を通じて，これらの者との連携を確保しているときは，３年以上サービ

ス提供責任者の業務に従事した経験を有する者をもって充てることができる。 

（管理者） 

第４９条 指定夜間対応型訪問介護事業者は，指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし，指定夜間対応型訪

問介護事業所の管理上支障がない場合は，当該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の職

務又は同一敷地内の他の事業所，施設等（当該指定夜間対応型訪問介護事業者が，指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け，かつ，当該同一敷地内

の他の事業所，施設等と一体的に運営している場合に限る。）の職務に従事することが

できるものとし，日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であって，指

定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準条例第５条第１項に規定する指定訪問介護

事業者をいう。）の指定を併せて受けて，一体的に運営するときは，指定訪問介護事業

所の職務に従事することができるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第５０条 指定夜間対応型訪問介護事業所には，事業の運営を行うために必要な広さを有

する専用の区画を設けるほか，指定夜間対応型訪問介護の提供に必要な設備及び備品等

を備えなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，利用者が円滑に通報し，迅速な対応を受けること

ができるよう，オペレーションセンターごとに，次に掲げる機器等を備え，必要に応じ，

オペレーターに当該機器等を携帯させなければならない。ただし，第１号に掲げる機器

等については，指定夜間対応型訪問介護事業者が適切に利用者の心身の状況等の情報を

蓄積するための体制を確保している場合であって，オペレーターが当該情報を常時閲覧

できるときは，これを備えないことができる。 

（１） 利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等 

（２） 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等 

３ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，利用者が援助を必要とする状態となったときに適

切にオペレーションセンターに通報できるよう，利用者に対し，通信のための端末機器

を配布しなければならない。ただし，利用者が適切にオペレーションセンターに随時の

通報を行うことができる場合は，この限りでない。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指

定を併せて受け，かつ，指定夜間対応型訪問介護の事業と指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については，

第８条に規定する設備に関する基準を満たすことをもって，前３項に規定する基準を満

たしているものとみなすことができる。 

第４節 運営に関する基準 

（指定夜間対応型訪問介護の基本取扱方針） 

第５１条 指定夜間対応型訪問介護は，定期巡回サービスについては，利用者の要介護状

態の軽減又は悪化の防止に資するよう，その目標を設定し，計画的に行われるとともに，

オペレーションセンターサービス及び随時訪問サービスについては，利用者からの随時

の通報に適切に対応して行われるものとし，利用者が夜間において安心してその居宅に

おいて生活を送ることができるものでなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，多様な評価の手法を用いてその提供する指定夜間

対応型訪問介護の質の評価を行い，常にその改善を図らなければならない。 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） 

第５２条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護の方針は，次に掲げ

るところによるものとする。 

（１） 定期巡回サービスの提供に当たっては，夜間対応型訪問介護計画に基づき，利

用者が安心してその居宅において生活を送るのに必要な援助を行うこと。 

（２） 随時訪問サービスを適切に行うため，オペレーションセンター従業者は，利用

者の面接及び１月ないし３月に１回程度の利用者の居宅への訪問を行い，随時利用者
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の心身の状況，その置かれている環境等の的確な把握に努め，利用者又はその家族に

対し，適切な相談及び助言を行うこと。 

（３） 随時訪問サービスの提供に当たっては，夜間対応型訪問介護計画に基づき，利

用者からの随時の連絡に迅速に対応し，必要な援助を行うこと。 

（４） 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては，懇切丁寧に行うことを旨とし，

利用者又はその家族に対し，サービスの提供方法等について，理解しやすいように説

明を行うこと。 

（５） 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては，介護技術の進歩に対応し，適切

な介護技術をもってサービスの提供を行うこと。 

（６） 夜間対応型訪問介護従業者は，利用者からの連絡内容や利用者の心身の状況を

勘案し，必要があると認めるときは，利用者が利用する指定訪問看護ステーション（指

定居宅サービス等基準条例第６６条第１項第１号に規定する指定訪問看護ステーショ

ンをいう。）への連絡を行う等の適切な措置を講ずること。 

（７） 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合には，そ

の管理を厳重に行うとともに，管理方法，紛失した場合の対処方法その他必要な事項

を記載した文書を利用者に交付すること。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，必要に応じ，利用者が成年後見制度を活用するこ

とができるように支援しなければならない。 

（夜間対応型訪問介護計画の作成） 

第５３条 オペレーションセンター従業者（オペレーションセンターを設置しない場合に

あっては，訪問介護員等。以下この章において同じ。）は，利用者の日常生活全般の状

況及び希望を踏まえて，定期巡回サービス及び随時訪問サービスの目標，当該目標を達

成するための具体的な定期巡回サービス及び随時訪問サービスの内容等を記載した夜間

対応型訪問介護計画を作成しなければならない。 

２ 夜間対応型訪問介護計画は，既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当該居

宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ オペレーションセンター従業者は，夜間対応型訪問介護計画の作成に当たっては，そ

の内容について利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得なければならな

い。 

４ オペレーションセンター従業者は，夜間対応型訪問介護計画を作成した際には，当該

夜間対応型訪問介護計画を利用者に交付しなければならない。 

５ オペレーションセンター従業者は，夜間対応型訪問介護計画の作成後，当該夜間対応

型訪問介護計画の実施状況の把握を行い，必要に応じて当該夜間対応型訪問介護計画の

変更を行うものとする。 

６ 第１項から第４項までの規定は，前項に規定する夜間対応型訪問介護計画の変更につ

いて準用する。 

（別居親族に対するサービス提供の制限） 

第５４条 指定夜間対応型訪問介護事業者は，訪問介護員等に，その別居の親族である利

用者であって，規則で定めるものに対する指定夜間対応型訪問介護（オペレーションセ

ンターサービス及び随時訪問サービスを除く。）の提供をさせてはならない。ただし，

別居の親族である利用者に対する指定夜間対応型訪問介護が規則で定める基準に該当す

る場合には，この限りでない。 

（緊急時等の対応） 

第５５条 訪問介護員等は，現に指定夜間対応型訪問介護の提供を行っているときに利用

者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに主治の医師への連絡を行う

等の必要な措置を講じなければならない。 

（管理者等の責務） 

第５６条 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は，当該指定夜間対応型訪問介護事業

所の従業者及び業務の管理を，一元的に行わなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は，当該指定夜間対応型訪問介護事業所の従

業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

３ オペレーションセンター従業者は，指定夜間対応型訪問介護事業所に対する指定夜間

対応型訪問介護の利用の申込みに係る調整，訪問介護員等に対する技術指導等のサービ

スの内容の管理を行うものとする。 

（運営規程） 

第５７条 指定夜間対応型訪問介護事業者は，指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに，次
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に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

（１） 事業の目的及び運営の方針 

（２） 従業者の職種，員数及び職務の内容 

（３） 営業日及び営業時間 

（４） 指定夜間対応型訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額 

（５） 通常の事業の実施地域 

（６） 緊急時，事故発生時等における対応方法 

（７） 合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法 

（８） 虐待の防止のための措置に関する事項 

（９） 成年後見制度の活用支援 

（１０） 苦情解決体制の整備 

（１１） その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第５８条 指定夜間対応型訪問介護事業者は，利用者に対し適切な指定夜間対応型訪問介

護を提供できるよう，指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに，夜間対応型訪問介護従業

者の勤務の体制を定め，その勤務の実績とともに記録しておかなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに，当該指定

夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等によって定期巡回サービス及び随時訪問サー

ビスを提供しなければならない。ただし，随時訪問サービスについては，他の指定訪問

介護事業所との連携を図ることにより当該指定夜間対応型訪問介護事業所の効果的な運

営を期待することができる場合であって，利用者の処遇に支障がないときは，当該他の

指定訪問介護事業所の訪問介護員等に行わせることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず，指定夜間対応型訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け，かつ，指定夜間対応型訪問介護の事業と指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業とが同一敷地内において一体的に運営され

ている場合（第３３条第２項ただし書の規定により当該夜間対応型訪問介護事業所の従

業者が当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務を行うことにつき市長

に認められている場合に限る。）であって，利用者の処遇に支障がないときは，市長が

地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において，定期巡回サービス又は随時訪問サー

ビスの事業の一部を他の指定訪問介護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所の従業

者に行わせることができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，夜間対応型訪問介護従業者の資質の向上のために

研修計画を作成し，当該計画に従い，研修を実施しなければならない。 

５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，夜間対応型訪問介護従業者の計画的な人材育成に

努めなければならない。 

（地域との連携等） 

第５９条 指定夜間対応型訪問介護事業者は，その事業の運営に当たっては，提供した指

定夜間対応型訪問介護に関する利用者からの苦情に関して本市等が派遣する者が相談及

び援助を行う事業その他の本市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

（記録の整備） 

第６０条 指定夜間対応型訪問介護事業者は，従業者，設備，備品及び会計に関する諸記

録を整備しておかなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は，利用者に対する指定夜間対応型訪問介護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し，その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） 夜間対応型訪問介護計画 

（２） 第５８条第１項に規定する勤務の体制等の記録 

（３） 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

（４） 次条において準用する第２９条に規定する本市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第３９条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 次条において準用する第４１条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して

とった処置についての記録 

（７） 法第４０条に規定する介護給付及び次条において準用する第２１条第１項から

第３項までに規定する利用料等に関する請求及び受領等の記録 

（準用） 

第６１条 第９条から第２２条まで，第２７条，第２９条，第３４条から第３９条まで，
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第４１条及び第４２条の規定は，夜間対応型訪問介護の事業について準用する。この場

合において，第９条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあるのは「第５７条に

規定する重要事項に関する規程」と，同項，第１９条，第３４条第１項及び第３５条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「夜間対応型訪問介護従業者」

と，第１４条中「計画作成責任者」とあるのは「オペレーションセンター従業者（オペ

レーションセンターを設置しない場合にあっては，訪問介護員等）」と，第２７条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「訪問介護員等」と，「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護（随時対応サービスを除く。）」とあるのは「夜間対応型訪問

介護（オペレーションセンターサービスを除く。）」と，第３５条中「運営規程」とあ

るのは「重要事項に関する規程」と読み替えるものとする。 
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1470 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスを提供しない時間帯を設けることは可能か。また、この場合、
定期巡回サービスの提供に当たる訪問介護員等を配置しないことはできるか。

事業所としては、利用者のニーズに対し24時間対応が可能な体制を確保する必要がある
が、全ての利用者に全ての時間帯においてサービスを提供しなければならないわけでは
なく、例えば適切なアセスメントの結果、深夜帯の定期巡回サービスが１回もないといった
計画となることもあり得るものである。
　　また、定期巡回サービスの提供に当たる訪問介護員等は「必要数」配置することとして
おり、結果として定期巡回サービスが存在しない時間帯が存在する場合、当該時間帯に配
置しないことも可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

137

1471 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 定期巡回・随時対応サービスのオペレーターが兼務可能な範囲はどこまでなの
か

オペレーターについては、利用者からの通報を受け付けるに当たり支障のない範囲で、当
該事業所の定期巡回サービス、随時訪問サービス（午後６時から午前８時までの間に限
る。）、訪問看護サービス（オペレーターが保健師、看護師又は准看護師の場合に限る。）
に従事できる。
　　また、一体的に運営する訪問介護事業所、訪問看護事業所（オペレーターが保健師、
看護師又は准看護師の場合に限る。）及び夜間対応型訪問介護事業所の職務（利用者に
対するサービス提供を含む。）にも従事可能である。
　　なお、オペレーターが他の職務に従事する場合は、利用者からの通報を適切に受け付
ける体制を確保することが必要である。
また、訪問介護事業所のサービスに従事した時間については訪問介護事業所における勤
務延時間数として算入することが可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

145

1472 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 訪問介護事業所のサービス提供責任者は常勤・専従とされているが、一体的に
運営されている定期巡回・随時対応型訪問介護看護の従業者を兼務することは
可能か。また、夜間対応型訪問介護のオペレーターや随時訪問を行う訪問介護
員等はどうか。

いずれの職種の者も定期巡回・随時対応サービスの従業者として兼務が可能であり、訪問
介護事業所のサービス提供責任者が定期巡回・随時対応サービス事業所及び夜間対応
型訪問介護事業所のオペレーターを兼務しながら、地域を巡回するあるいは利用者への
サービス提供を行うといった勤務形態についても利用者の処遇に支障がない範囲で認め
られるものである。（夜間対応型訪問介護事業所のオペレーターや随時訪問を行う訪問介
護員等も同様。）
　　なお、常勤のサービス提供責任者が定期巡回・随時対応サービスに従事する場合、当
該サービス提供責任者は訪問介護事業所及び定期巡回・随時対応型サービス事業所に
おける常勤要件をそれぞれ満たすものである。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

146

1473 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 定期巡回・随時対応サービスについては、他の事業との柔軟な兼務等を認めて
いるが、その趣旨はどういったものなのか。

定期巡回・随時対応サービスは、在宅の要介護者が中重度となってもそのニーズに応じた
サービスを選択しながら、住み慣れた地域での在宅生活が継続できるよう創設したもので
ある。
　　一方、
・　週１～２回程度の日中の訪問介護を受けたい
・　日中の訪問介護はそれほど必要ないが夜間の安心感を得たい
・　退院直後の在宅生活安定のため一時的に頻回の訪問介護・看護が必要
・　１日複数回の訪問介護と定期的な訪問看護が必要
等、在宅要介護者の訪問系サービスにおけるニーズは多様である。
こうしたニーズに適宜適切に対応するためには、常に利用者の心身の状況に即したサー
ビスが選択できることが望ましいことから、一つの拠点において人材を有効に活用しなが
ら、定期巡回・随時対応サービス、訪問介護、夜間対応型訪問介護、訪問看護といった複
数のメニューを一体的に提供する体制を構築することを可能としたものである。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

147

1474 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 定期巡回・随時対応サービス事業所の看護職員がオペレーター業務又は利用者
に対するアセスメント訪問を行う際の勤務時間は、常勤換算の際の勤務延時間
数に算入することが可能か。

可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

148
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1475 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスは、20分未満などの短時間のサービスに限られるのか。また
訪問介護のように、それぞれのサービスごとに概ね２時間の間隔を空ける必要
があるのか。

定期巡回サービスは短時間のサービスに限るものではない。適切なアセスメントに基づ
き、１回当たりのサービス内容に応じて柔軟に時間設定をする必要がある。
また、それぞれのサービスごとの間隔の制限はない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

133

1476 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスにおいて提供すべきサービスの具体的な内容は、どのように
定められるのか。

定期巡回サービスは、居宅サービス計画において位置付けられた利用者の目標及び援助
内容において定められた、利用者が在宅の生活において定期的に必要となるサービスを
提供するものである。
また、利用者の心身の状況に応じて日々のサービスの提供時間や内容を定期巡回・随時
対応サービス事業所において変更し、利用者のニーズに応じて必要なサービスを柔軟に
提供することを可能としている。
なお、こうした変更に当たっては、居宅サービス計画の内容を踏まえて行うとともに、介護
支援専門員と必要な連携を図る必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

134

1477 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスは、「１日複数回の訪問を行うことを想定している」とあるが、１
日当たりの訪問回数の目安若しくは上限や下限はあるのか。

１日当たりの訪問回数の目安等は定めていないが、適切なアセスメントに基づき、利用者
にとって必要な回数が設定されるものである。
例えば、利用者が外出している場合や他のサービスを利用している場合等は訪問を行わ
ない日があっても差し支えなく、退院直後や利用者の体調が悪くなった場合等は訪問回数
が通常よりも増加する場合も想定されるものであり、利用者の心身の状況に応じて適切な
回数・内容のサービスを柔軟に提供する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

135

1478 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービス及び随時訪問サービスにおいて提供するサービスの内容は、
訪問介護の身体介護と生活援助と同様か。

定期巡回サービス及び随時訪問サービスは、身体介護を中心とした１日複数回の定期訪
問と、それらに付随する生活援助を組み合わせて行うものであり、具体的なサービスにつ
いては、既存の訪問介護の内容・提供方法にとらわれず、適切なアセスメントにより利用者
個々の心身の状況に応じて、１日の生活の中で真に必要となる内容のものとされたい。
なお、定期巡回サービス等における、１回の訪問の内容が安否確認、健康チェック、見守り
のみであっても差し支えない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

136

1479 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 利用者からの随時の通報があった場合、必ず随時訪問サービスを提供しなけれ
ばならないのか。

随時対応サービスは、オペレーターが利用者の心身の状況を適切に把握し、適切なアセ
スメントの結果に基づき随時訪問サービスを提供すべきか等を判断するものであり、通報
内容に応じて通話による相談援助を行うのみの対応や、医療機関への通報を行う等の対
応となることも十分に想定されるものである。また、事業者はこうしたサービス内容につい
て、利用者等に対し十分に説明する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

138

1480 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回・随時対応サービスの利用者の全てが医師の指示に基づく訪問看護
サービスを利用しないことはあり得るのか。

あり得る。
なお、医師の指示に基づく訪問看護サービスを利用しない者であっても、定期巡回・随時
対応サービス計画の作成の際は、看護職員による定期的なアセスメント及びモニタリング
の実施は必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

140

1481 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

一体型定期巡回・随時対応サービスの事業と連携型定期巡回・随時対応サービ
スの事業を同一の事業所で行うことは可能か。

可能である。この場合、一体型の事業と連携型の事業の二つの指定を受ける必要はなく、
人員、設備及び運営基準については一体型事業の基準を満たすことに加えて連携する訪
問看護事業所を定める必要がある。
また、連携する訪問看護事業所の所在地・名称については、連携型を行う場合には指定
申請の際に届け出る必要があるほか、変更があった場合には変更届の対象となる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

149
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1482 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業所と連携する訪問看護事業所の具体
的な要件はどういうものなのか。

連携型の事業所は、利用者に対して訪問看護を提供する事業所と連携する必要があり、
連携する訪問看護事業所は緊急時訪問看護加算の要件を満たしていなければならないこ
ととしている。また連携する訪問看護事業所は医療機関でも訪問看護ステーションであっ
ても構わない。
なお、指定申請を行う際は、任意の訪問看護事業所と連携することとしている。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

150

1483 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携する訪問看護事業所は定期巡回・随時対応サービス事業所と同一市町村
内に設置されていなければならないのか。

連携する訪問看護事業所は必ずしも連携型の事業所と同一市町村内に設置されている必
要はないが、利用者に対する訪問看護の提供に支障がないよう、隣接する市町村等、可
能な限り近距離に設置される事業所とする。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

151

1484 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業者と同一法人が運営する訪問看護事
業所と連携することは可能か。

可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

152

1485 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業所は、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護計画を作成する必要があるが、訪問看護の利用者に係る訪問看護計画書
は連携する指定訪問看護事業所において作成するのか。

連携する指定訪問看護事業所において作成する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

153

1486 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業所が、連携する指定訪問看護事業所に
対し、①定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たって必要となる
看護職員によるアセスメントの実施、②随時対応サービスの提供に当たっての連
絡体制の確保、③介護・医療連携推進会議への参加、④その他必要な指導及び
助言を委託することとされているが、連携する全ての事業所に全ての業務を委託
しなければならないのか。

連携する訪問看護事業所が複数ある場合、①から④までの全ての業務を、連携する全て
の訪問看護事業所に委託する必要はなく、必要に応じてこれらの協力をいずれかの訪問
看護事業所から受けられる体制を確保していればよい。
　　また、①の看護職員によるアセスメントについては、連携型の事業所と同一法人の看護
職員により行うことも可能であり、訪問看護の利用者については、連携する訪問看護事業
所の訪問看護提供時に把握した利用者の心身の状況について情報共有を図ることで足り
ることとしている。
　　なお、別法人の訪問看護事業所にこれらの業務を委託する場合は、契約による必要が
あるが、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

154

1487 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 訪問看護の事業を一体的に行う
場合の取扱いについて

　一体型定期巡回・随時対応サービスの管理者の資格要件は定められていない
が、当該事業所が訪問看護事業所の指定を受けようとする場合の取扱い如何。

　一体型定期巡回・随時対応サービス事業所の管理者が保健師又は看護師以外の者で
ある場合は、一体的に実施する訪問看護事業所には当該管理者とは別の管理者（保健師
又は看護師）を配置する必要がある（結果として同一の事業所の事業ごとに２人の管理者
が置かれることとなる。）。
　　また、この場合、事業所全体で常勤換算２．５人以上の看護職員が配置されていれば、
いずれの事業の基準も満たすものである。
なお、当該訪問看護事業所の管理者は、一体型定期巡回・随時対応サービス事業所にお
ける保健師又は看護師とすることも可能である。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

22
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1488 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 訪問看護の事業を一体的に行う
場合の取扱いについて

　一体型定期巡回・随時対応サービス事業所が、健康保険法の訪問看護事業所
のみなし指定を受ける場合の取扱い如何。

　一体型定期巡回・随時対応サービス事業所において看護職員が常勤換算方法で２．５人
以上配置されており、かつ、管理者が常勤の保健師又は看護師である場合は健康保険法
の訪問看護事業所の指定があったものとみなすこととされている。
したがって、一体型定期巡回・随時対応サービス事業所の管理者が保健師又は看護師で
ない場合は、当該みなし指定の対象とならない。
ただし、この場合であっても、同一の事業所で一体的に介護保険法の訪問看護事業所を
運営している場合は、当該訪問看護事業所が健康保険法のみなし指定の対象となり、事
業所全体で常勤換算２．５人以上の看護職員が配置されていれば、いずれの事業の基準
も満たすものである。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

23

1489 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 サービスの具体的な内容等 訪問看護サービスについて、定期的に訪問する予定がない月も、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(2)（訪問看護サービスを行う場合）算定はできるの
か。

訪問看護サービスについては、医師が当該利用者に対する訪問看護サービスの提供に係
る指示を行った場合に、当該指示の有効期間に基づき提供されるものであり、定期的に提
供する場合と随時対応サービスにおけるオペレーターの判断により随時に提供する場合
のいずれもが想定され、随時の訪問看護サービスのみが位置付けられることもあり得る。
　　なお、随時の訪問看護サービスのみの利用者については、緊急時訪問看護加算の算
定はできないこととし、実際に１度も訪問看護サービスの提供が行われない月は、定期巡
回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(1)（訪問看護サービスを行わない場合）を算定する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

139

1490 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 定期巡回・随時対応サービスの利用者が、月を通じて１か月間入院する場合、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護費は算定できるのか。

利用者が１月を通じて入院し、自宅にいないような場合には、サービスを利用できるような
状況にないため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の算定はできない。夜間対応型
訪問介護費についても同様の取扱いとなる。

※　介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するQ＆A（平成19年2月19日）問6は
削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

143

1491 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 月に１度でも准看護師が訪問看護サービスを提供した場合、所定単位数の100
分の98の単位数を算定するのか。

100分の98の単位数を算定する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

144

1492 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 　訪問看護サービスの利用者について当該利用者の心身の状況等により訪問看
護サービスを行わなかった場合、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）
（２）（訪問看護サービスを行う場合）の算定はできるのか。

　利用者の都合や、月の途中で医療保険の訪問看護の給付対象となった場合、一時的な
入院をした場合などのやむを得ない事情により、居宅サービス計画や定期巡回・随時対応
サービス計画において定期的に訪問することを位置付けていた訪問看護サービスを提供
することが結果としてなかった月においては、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）
（２）の算定は可能（医療保険の訪問看護の給付対象となった日数を除く。）である。
なお、この場合、利用者にとって真に必要なサービスが提供されるよう、適切なアセスメン
トとケアマネジメントにより、居宅サービス計画や定期巡回・随時対応サービス計画の見直
しを検討すべきである。

　※　定期巡回･随時対応サービスと連携して訪問看護を行う場合の訪問看護費の取扱い
についても同様。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

24

実施する事業 管理者
健康保険法における訪問看
護事業所のみなし指定

事業所全体で確保すべき看
護職員数（常勤換算方法）

事業所Ａ
一体型定期巡回・随時対応
サービス

保健師又は看護師 ○ ２．５人以上

一体型定期巡回・随時対応
サービス

保健師又は看護師以外 ×

訪問看護（介護保険） 保健師又は看護師 ○

２．５人以上事業所Ｂ

4/8

【
別
冊
資
料
】
2
1



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1493 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬について 訪問看護事業所が、新たに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携し
て訪問看護を行う場合、連携する定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の
名称等の届出を行い、訪問看護費を算定することとなるが、いつから当該訪問看
護費を算定することができるのか。

都道府県が当該届出を受理した後（訪問看護事業所が届出の要件を満たしている場合に
限る。）に、利用者が訪問看護の利用を開始した日から算定することが可能である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（vol．3）
（平成24年4月25日）」の送
付について

9

1494 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

5 その他 指定申請拒否 市町村の介護保険事業計画に定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を位
置付けていない場合、定期巡回・随時対応サービスに係る指定申請を拒否する
ことはできるか。

地域密着型サービスの指定をしないことができるのは、
①　介護保険事業計画において定める日常生活圏域内等における必要利用定員総数に
既に達しているときなどにおける、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入
居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設に係る指定申請
②　定期巡回・随時対応サービス、小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスについ
て、公募指定を採用している場合における、当該公募によらない指定申請
に限られ、これらの場合以外の地域密着型サービスの指定については、指定の拒否をす
ることはできない。

※　介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するＱ＆Ａ（平成18年9月4日）問40
は削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

155

1495 40定期巡回・随時対応
型訪問介護事業

4報酬 総合マネジメント体制強化加算
について

　総合マネジメント体制強化加算について、利用者の心身の状況等に応じて、随
時、関係者（小規模多機能型居宅介護の場合は、介護支援専門員、看護師、准
看護師、介護職員その他の関係者）が共同して個別サービス計画の見直しを行
うこととされているが、個別サービス計画の見直しに当たり全ての職種が関わる
ことが必要か。また、個別サービス計画の見直しが多職種協働により行われたこ
とを、どのように表せばよいか。

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機
能型居宅介護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状態を確認しつつ、一体的
なサービスを適時・適切に提供することが求められている。これらの事業では、利用者の
生活全般に着目し、日頃から主治の医師や看護師、その他の従業者といった多様な主体
との意思疎通を図ることが必要となり、通常の居宅サービスとは異なる「特有のコスト」を有
しているため、総合マネジメント体制強化加算により評価するものである。
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能
型居宅介護を提供する事業所における個別サービス計画の見直しは、多職種協働により
行われるものであるが、その都度全ての職種が関わらなければならないものではなく、見
直しの内容に応じて、適切に関係者がかかわることで足りるものである。
また、個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレンスなどの会
議の場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかかわりを通じて行われること
も少なくない。通常の業務の中で、主治の医師や看護師、介護職員等の意見を把握し、こ
れに基づき個別サービス計画の見直しが行われていれば、本加算の算定要件を満たすも
のである。なお、加算の要件を満たすことのみを目的として、新たに多職種協働の会議を
設けたり書類を作成することは要しない。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

155

1496 40定期巡回・随時対応
型訪問介護事業

4報酬 総合マネジメント体制強化加算
について

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護の総合マネジメント体制強化加算につい
て、「病院又は診療所等に対し、日常的に情報提供等を行っている」こととある
が、「日常的に」とは、具体的にどのような頻度で行われていればよいか。

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状
態を確認しつつ、適時・適切にサービスを提供することが求められるサービスであり、病
院、診療所等に対し、日常的に情報提供等を行うことにより連携を図ることは、事業を実施
する上で必要不可欠である。
　情報提供等の取組は、一定の頻度を定めて評価する性格のものではなく、事業所と病
院、診療所等との間で、必要に応じて適時・適切な連携が図られていれば、当該要件を満
たすものである。
　なお､情報提供等の取組が行われていることは、サービス提供記録や業務日誌等、既存
の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすことを目的として、新た
に書類を作成することは要しない。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て 156
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1497 40定期巡回・随時対応
型訪問介護事業

4報酬 総合マネジメント体制強化加算
について

　小規模多機能型居宅介護の総合マネジメント体制強化加算について、「地域に
おける活動への参加の機会が確保されている」こととあるが、具体的な取組内容
や取組頻度についてどのように考えればよいか。

　小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができ
るよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望
及びその置かれている環境を踏まえて、サービスを提供することとしている。
　「地域における活動」の具体的な取組内容については、指定地域密着型サービス基準の
解釈通知の５（７）イにおいて、「地域の行事や活動の例」をお示ししている。
ただし、小規模多機能型居宅介護事業所が、事業所の所在する地域において一定の理
解・評価を得て、地域を支える事業所として存在感を高めていくために必要な取組は、地
域の実情に応じて、様々なものが考えられるため、当該解釈通知に例示する以外の取組
も該当し得る。
　また、地域における活動は、一定の活動の頻度を定めて行う性格のものではなく、利用
者が住み慣れた地域において生活を継続するために何が必要かということについて、常に
問題意識をもって取り組まれていれば、当該要件を満たすものである。
　なお､地域における活動が行われていることは、そのため､サービス提供記録や業務日誌
等、既存の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすことを目的とし
て、新たに資料を作成することは要しない。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

157

1498 40定期巡回・随時対応
型訪問介護事業

4報酬 報酬の取扱い 　定期巡回・随時対応サービスの利用者が、短期入所系サービス（短期入所生
活介護、短期入所療養介護、短期利用居宅介護、短期利用共同生活介護、短期
利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活
介護）を利用する月の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は具体的にどのよ
うに取り扱うのか。

短期入所系サービスの利用日数（退所日を除く。）に応じ、サービスコード表に定められた
日割り単価（下表）に応じた日割り計算を行う。例えば、要介護３の利用者であり、訪問看
護サービスを利用する者が、４月に７泊８日の短期入所系サービスを利用する場合の単位
数は、以下のとおりとなる。
648単位×(30日(注１)－７日(注２))＝14,904単位　(注１) ４月の日数、(注２) ８日－退所日

※　平成24年度報酬改定Q＆A(vol.１)(平成24年３月16日)定期巡回・随時対応型訪問介護

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

158

1499 40定期巡回・随時対応
型訪問介護事業

4報酬 報酬の取扱い 　定期巡回・随時対応サービスの利用者が、月の途中で医療保険の訪問看護の
適用となった場合又は月の途中から医療保険の訪問看護の給付の対象外となる
場合及び主治の医師の特別な指示があった場合の当該月における定期巡回・随
時対応型訪問介護看護費は具体的にどのように取り扱うのか。

　この場合、医療保険の訪問看護の適用期間は定期巡回・随時対応型訪問介護看護費
（Ⅰ）（２）（訪問看護サービスを行う場合）の算定はできず、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護費（Ⅰ）（１）（訪問看護サービスを行わない場合）の算定が行われ、医師の指示の
期間に応じた日割り計算を行うこととなる。
　具体的には要介護３の利用者に対する、４月５日から４月18日までの14日間に係る特別
指示があった場合の単位数は、以下のとおりとなる。
648単位×(30日－14日)＋552単位×14日＝10,368単位＋7,728単位＝18,096単位

※　平成24年度報酬改定Q＆A(vol.１)(平成24年３月16日) 定期巡回・随時対応型訪問介
護看護の問142は削除する。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

159

1500 41 夜間対応型訪問介
護事業

1 人員 管理者の勤務について 管理者は常勤専従であるが、事業所の夜間の営業時間帯に必ず勤務しなけれ
ばならないのか。

管理者は、必ずしも夜間の営業時間帯に勤務している必要はないが、夜間対応型訪問介
護が適切に行われているかを把握し､事業所全体を管理できるような勤務体制を確保しつ
つ、常勤で勤務し、専ら管理者の職務に従事することが必要である｡ただし､事業所の管理
業務に支障がないときは、事業所の他の職務を兼ねることができる。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

21

1501 41 夜間対応型訪問介
護事業

1 人員 面接相談員の勤務について 昼間に利用者の面接を行う面接相談員は何時間勤務しなければいけないのか。 面接相談員の最低勤務時間数は設定していないが、面接相談員は、あらかじめ利用者の
心身の状況､その置かれている環境等を把握するため利用者の面接を行うとともに、1月な
いし3月に1回程度利用者宅を訪問し、利用者の心身の状況等的確な把握に努め、利用者
等に対し、適切な相談や助言を行うことになっており、こうした業務を適切に行うために、利
用者数等を勘案して､必要な時間数の勤務が確保できていることが必要である。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

22
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1502 41 夜間対応型訪問介
護事業

2 設備 ケアコール端末 オペレーションセンターを設置しない夜間対応型訪問介護費(Ⅱ）を算定する事業
所においても、オペレーションセンターにおける通信機器に相当するもの及び利
用者に配布するケアコール端末は必要とされているが、どのようなものであれば
よいのか。

1　利用者に配布するケアコール端末は､オペレーションセンターを設置する事業所と同
様、定期巡回を行う訪問介護員等に簡単に通報可能なものである必要がある。

2　また、利用者からの通報を受ける訪問介護員等の「オペレーションセンターにおける通
信機器に相当するもの」とは、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）に比べて利用者数が限定され
ることから、オペレーションセンターのように利用者の心身の状況等の情報を蓄積し、利用
者から通報があった際に、瞬時にそれらの情報を把握できるようなものである必要はなく、
適切に利用者からの通報を受信できるものであれば足りる。

19.2.19全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会
議資料
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A 4

1503 41 夜間対応型訪問介
護事業

3 運営 市町村独自基準 市町村は地域密着型サービスの独自の基準において、また、事業者指定を行う
に当たって、夜間対応型訪問介護の利用対象者を要介護3以上の者に限定する
ような条件を付すことができるか。

夜間対応型訪問介護の利用対象者は､一人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯や中
重度の者が中心になると考えられるが､これらの者に限定されるものではない。しかしなが
ら、既存サービスの状況を踏まえた市町村の判断により、お尋ねのような条件を付すことも
許容されないわけではない。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

20

1504 41 夜間対応型訪問介
護事業

3 運営 臨時訪問サービスの回数 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ）を算定する事業所について、随時訪問サービスを一
晩に複数回行った場合、その回数分の随時訪問サービス費を算定することは可
能か。また、指定訪問介護のように空けなくてはならない間隔(概ね2時間以上）
はあるのか。

1　夜間対応型訪問介護費（Ｉ）を算定する事業所における随時訪問サービス費について
は、サービス提供の時間帯、1回当たりの時間の長短、具体的なサービス内容等にかかわ
らず、1回の訪問ごとに算定することになるため、随時訪問サービスを一晩に複数回行った
場合でも、その回数分の随時訪問サービス費を算定することが可能である。

2　また、随時訪問サービスは利用者からの随時の連絡を受けて行うものであり、次回の
サービス提供までに空けなければならない間隔の制限はない。

19.2.19全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会
議資料
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

9

1505 41 夜間対応型訪問介
護事業

4 報酬 24時間通報対応加算 ２４時間通報対応加算を算定するに当たって、連携する指定訪問介護事業所が
訪問介護の対応ができない場合、契約を締結していない訪問介護事業所に訪問
介護を依頼し、サービス終了後に契約を締結する取扱いは可能か。

事前に指定訪問介護事業所と契約が必要であるため、認められない。
なお、緊急な通報による対応になることから、常に
① 指定訪問介護事業所と連携体制をとっておく必要があること、
② また、具体的な対応体制について定期的に把握しておくこと
が必要である。
こうしたことにより、お尋ねのようなことが生ずることのないよう、複数の指定訪問介護事業
所との契約を締結しておくことが必要である。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

124

1506 41 夜間対応型訪問介
護事業

4 報酬 サービス未利用月の報酬算定 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ）を算定している事業所の場合、電話による対応や訪
問サービスが1月に1度もないときには、報酬を算定することはできないのか。

夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）を算定する事業所においても、利用者に対してケアコール端
末を配布し、利用者から通報を受けることができる体制をとっていることから、夜間対応型
訪問介護のうちの「オペレーションセンターサービス」を行っているとみなされるものであり、
電話による対応や訪問サービスが一度もない月であっても、報酬を算定することは可能で
ある。

19.2.19全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会
議資料
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

5

1507 41 夜間対応型訪問介
護事業

4 報酬 短期入所生活介護利用時の報
酬算定

利用者が短期入所生活介護を受けている間は、夜間対応型訪問介護費は算定
できないことになっているが、短期入所生活介護を利用している月は、夜間対応
型訪問介護費(Ⅱ）の月額報酬は一切算定できないのか。それとも、短期入所生
活介護を受けている期間以外の期間について日割り計算により算定するのか。

1　利用者が1月を通じて短期入所生活介護を利用し、自宅にいないような場合には、問6
の回答のとおり、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費、夜間対応
型訪問介護費（Ⅱ）とも算定することはできないが、1月を通じての利用でない場合は、算
定することは可能である。

2　また、この場合、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費及び夜間
対応型訪問介護費（Ⅱ）の月額報酬は、日割り計算とはならず、月額報酬がそのまま算定
可能である。

19.2.19全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会
議資料
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A 7
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問
ＱＡ発出時期、文書
番号等 番号

1508 41 夜間対応型訪問介
護事業

5 その他 利用定員が多数となる事業所
の指定

夜間対応型訪問介護費(Ⅱ）を算定する事業所について、利用定員を100人とす
る場合であっても、地域密着型サービスの事業所の指定を行ってもよいか。

1　「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準につ
いて」（平成18年3月31日老計発第0331004号、老振発第0331004号、老老発第0331017号
厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知）第3の一の1の（2）⑦の
とおり、オペレーションセンターを設置しないことができる場合とは、具体的には、利用者の
人数が少なく、かつ、指定夜間対応型訪問介護事業所と利用者の間に密接な関係が築か
れていることにより、定期巡回サービスを行う訪問介護員等が利用者から通報を受けた場
合であっても、十分な対応を行うことが可能であることを想定している。

2　オペレーションセンターを設置しないにも関わらず、利用定員が100人の場合には、一般
的には、夜間対応型訪問介護事業所と利用者の間に密接な関係を築くことは難しく、十分
な対応を行うことは困難であると考えるが、そのような場合の事業所の指定については、
事業所が適切にオペレーションセンターサービスを実施することができるかどうか、地域の
実情も踏まえて各保険者において判断していただきたい。

19.2.19全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会
議資料
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A
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